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１．保安規定への可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の規定について 

重大事故等対処設備に関するＬＣＯ等を，柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設

保安規定（以下，「保安規定」という。）に定めるにあたっては，技術的能力審

査基準で示される対応手順毎に整理しＬＣＯ等を設定する。 

燃料プール代替注水系，低圧代替注水系（可搬型），格納容器圧力逃がし装

置，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型），格納容器下部注水系（可搬型）

及び復水貯蔵槽への移送設備に使用する可搬型重大事故等対処設備である可

搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）についても同様に運転上の制限，適用される

原子炉の状態を対応手順毎に整理し，保安規定に規定する。 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の所要数，確認事項及び要求される措置

については，柏崎刈羽原子力発電所７号炉に配備している全ての可搬型代替注

水ポンプ（Ａ－２級）は同型式であるため可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）

を柏崎刈羽原子力発電所７号炉全体で管理することとし，保安規定上，別表(表

66-19-1)により規定する。このため対応手順毎に整理したＬＣＯ等の表には可

搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の所要数等の具体的記載は行わず，可搬型代

替注水ポンプ（Ａ－２級）について整理した表 66-19-1 を参照することとす

る。 

 

２．可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の所要数について 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）は，重大事故等発生時又は大規模損壊発

生時において，用途別に複数使用することを想定するケースを考慮したうえで，

必要となる容量を満足する台数，並びに故障時及び保守点検による待機除外時

のバックアップとして必要な台数をもとに，柏崎刈羽原子力発電所７号炉全体

として所要数を設定する。 

具体的には，原子炉の状態が運転，起動及び高温停止においては，低圧代替

注水系（可搬型）（４台×２），格納容器圧力逃がし装置（４台），代替格納容

器スプレイ冷却系（可搬型）（４台×２），格納容器下部注水系（可搬型）（４

台×２），燃料プール代替注水系（４台×２），復水貯蔵槽への移送設備（４台

×２）が必要となるが，これらは同時に使用することを想定していないため，

所要数は８台とする。 

このため，７号炉全体として，可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の所要数

は８台とし，これに加え予備１台を配備する。なお，予備の１台は，ＬＣＯ等

を設定する対象外の設備である。 

原子炉の状態が冷温停止及び燃料交換においては，燃料プール代替注水系

（注水）（４台×２），燃料プール代替注水系（スプレイ）（４台×２）が必要

となるが，注水とスプレイを同時に使用することを想定していないことから，
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可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の所要数は８台とし，これに加え予備１台

を配備する。なお，予備の１台は，ＬＣＯ等を設定する対象外の設備である。 
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３．ＬＣＯ等の設定について 
ＬＣＯ等の設定にあたっては，動作不能と判断した可搬型代替注水ポンプ

（Ａ－２級）の台数に応じた要求される措置を規定する。要求される措置は，

「保安規定変更に係る基本方針」（ＢＷＲ６社 令和元年８月１日最終改訂）に

記載している下記方針に従う。 
 
4.3 ＬＣＯ・要求される措置・ＡＯＴの設定方針 

(3) 要求される措置の考え方 

ｃ．重大事故等対処設備に対する具体的な要求される措置 

(a)プラント停止を要求するもの 

① ＬＣＯが適用される原子炉の状態が運転，起動，高温停止となる設

備 

（添付－９「ＬＣＯ/要求される措置/ＡＯＴ 保安規定記載例」） 

これらの設備は，運転中の炉心に対する直接的な安全機能を有する設

備である。 

要求される措置としては以下を基本とする。 

【ＡＯＴ内の措置】 

・対応する設計基準事故対処設備が動作可能であることを確認 

・当該設備の復旧 

・同等な重大事故等対処設備が動作可能であることを確認 

・自主対策設備が動作可能であることを確認 

・当該機能を補完する代替措置（「外部からの代替品の配備」，「ＬＣ

Ｏ逸脱期間中における災害対策要員の増員」等）をあらかじめ定

めて原子炉主任技術者確認の上実施 

【ＡＯＴ超過後】 

・プラント停止（冷温停止まで）を行い，当該設備を必要としな

い，原子炉の状態に移行することでＬＣＯ逸脱から復帰する。 

 

～中略～ 

 

(b) プラント停止を要求しないもの 

① ＳＦＰ冷却等のための設備 

ＳＦＰ冷却等のための設備は，ＳＦＰの燃料に対する直接的な安全

機能を有する設備であることから，その必要性はプラント停止しても

変わるものではない。 

原子炉運転中や原子炉停止中（原子炉容器内に燃料を装荷した状態）

における重大事故等発生時において，すべての照射済燃料をＳＦＰに
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貯蔵することで，ＳＦＰにおける重大事故等発生時の対応のみに限定

されることから，災害対策要員や資機材に余裕が確保されることとな

るが，炉心の燃料取出しについてはＳＦＰ内の崩壊熱を増加させるた

め，ＳＦＰ冷却等の機能が喪失している状態での実施は安全側の措置

とはいえず避けるべきである。 

また，プラント停止のみを行った場合においても炉心とＳＦＰで同

時に重大事故等が発生する可能性は避けられない。 

しかしながら，炉心側での事故対応体制は維持しつつＳＦＰ側への

措置に対してＳＦＰ冷却等のための設備の機能に対する自主対策設備

（補完措置を含む。）の活用や代替措置の実施，及び重大事故等発生時

の時間的余裕を確認するためのＳＦＰ温度上昇評価などを行うことに

より，ＳＦＰと炉心側で同時に重大事故等が発生した場合においても

炉心側での措置に影響を与えることがないように実施することができ

る。 

 

要求される措置としては以下を基本とする。 

・対応する設計基準事故対処設備が動作可能であることを確認 

・当該重大事故等対処設備を復旧する措置を開始する 

・同等な重大事故等対処設備が動作可能であることを確認 

・自主対策設備が動作可能であることを確認する 

・当該ＳＦＰに貯蔵されている照射済燃料の崩壊熱を基にＳＦＰ冷却

機能喪失時におけるＳＦＰ温度上昇評価を行う 

・代替措置（「外部からの代替品の配備」，「ＬＣＯ逸脱期間中における

災害対策要員の増員」等）をあらかじめ定めて原子炉主任技術者の確

認の上実施する 

（記載箇所：4.3-26，27 頁） 

 
要求される措置は，原子炉の状態が運転，起動，高温停止と，冷温停止，燃

料交換で内容が異なる。運転，起動，高温停止では，機能要求に応じた対応措

置を規定するとともに，ＡＯＴ内に措置が達成できない場合はプラント停止

（冷温停止まで）に移行する措置を実施する。冷温停止，燃料交換では，原子

炉の状態の移行ではなく，機能要求にかかわらず同様な対応措置を規定する。

このことから，保安規定に規定する際も運転，起動，高温停止と冷温停止，燃

料交換に区分する。 
また，燃料プール代替注水系については，原子炉の状態が使用済燃料プー

ルに照射された燃料を貯蔵している期間とし，原子炉の状態の移行ではな
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く，機能要求にかかわらず同様な対応措置を規定する。 
 
３．１ 原子炉の状態が運転，起動，高温停止の場合 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）は２Ｎ要求の可搬型重大事故等対処

設備であることから，「保安規定変更に係る基本方針４．３（２）」に基づ

き，「２Ｎ未満（１Ｎ以上）」の場合（１／２故障）と「１Ｎ未満」（全て故

障）の場合の２段階に分けてＡＯＴを設定する。 
これは，現行の保安規定における設計基準事故対処設備の１／２故障に

対するＡＯＴが「安全機能が低下した状態」に対して設定されているもの

であるため，２Ｎ要求の可搬型代替注水車（Ａ－２級）が２Ｎ未満（１Ｎ

以上）場合も同様に「安全機能が低下した状態」（機能喪失はしていない）

と考えられることから，設計基準事故対処設備の１／２故障に対するＡＯ

Ｔを参考にするものである。 
なお，２Ｎ未満（１Ｎ以上）となった場合（１／２故障）の，「プラント

１基あたり２セット」及び「離隔・分散配置」に対する考え方については，

対応する設計基準事故対処設備（残留熱除去系及び非常用ディーゼル発電

機）が動作可能であることを確認することで，残った１Ｎの自然災害など

による機能喪失に対するリスクを低減（「プラント１基あたり２セット」

及び「離隔・分散配置」を補完）することができる。 
 

３．１．１ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の所要数が８台未満の場合（４

台以上が動作可能）（２Ｎ未満（１Ｎ以上）） 
原子炉の状態が運転，起動，高温停止において，動作可能な可搬型代替

注水ポンプ（Ａ－２級）の所要数が，８台未満４台以上である場合とは，

２Ｎ（＝８台）のうち１Ｎ（＝４台）以上は動作可能である状態（２Ｎ未

満（１Ｎ以上））であるため，「保安規定変更に係る基本方針」のうち「２

Ｎ要求の可搬型重大事故等対処設備」に関するＡＯＴ及び要求される措置

の考え方に従い規定する。 
要求される措置の内容は，「保安規定変更に係る基本方針」に記載して

いる事項に基づき，「対応する設計基準事故対処設備」として，残留熱除去

系及び非常用ディーゼル発電機が動作可能であることを速やかに確認し，

「当該機能を補完する代替措置」として，代替品の補充等を１０日間以内

に実施することでＡＯＴを３０日間まで延長できることとし，要求される

措置が完了時間内に達成できない場合には原子炉停止する。 
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（「保安規定変更に係る基本方針」4.3 ＬＣＯ・要求される措置・ＡＯＴの設定方針 添付

８[記載箇所：4.3-添付-48 頁]） 

2N要求の可搬型重大事故等対処設備 
Ａ：ＬＣＯ対象ＳＡ設備(2N要求の可搬型重大事故等対処設備) 
Ｂ：Ａの機能全てを満足するＳＡ設備（基準要求を維持できる場合に限る） 
Ｃ：Ａの機能全てを満足※１するＳＡ設備（基準要求を維持できない場合） 

※１：準備時間短縮等の補完措置の実施により満足する場合も含む 
Ｄ：Ａの機能に対する自主対策設備又は代替措置 
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３．１．２ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の所要数が４台未満の場合

（１Ｎ未満） 
原子炉の状態が運転，起動，高温停止において，動作可能な可搬型代替

注水ポンプ（Ａ－２級）の所要数が４台未満の場合とは，１Ｎ（＝４台）

を下回っている状態であることから，低圧代替注水系（可搬型）（Ｎ＝４），

格納容器圧力逃がし装置（Ｎ＝４），代替格納容器スプレイ冷却系（可搬

型）（Ｎ＝４），格納容器下部注水系（可搬型）（Ｎ＝４）及び復水貯蔵

槽への移送設備（Ｎ＝４）に使用する可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）

が全て動作不能となった状態と考える。したがって，この場合，速やかに

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）を使用する低圧代替注水系（可搬型），

格納容器圧力逃がし装置，代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型），格納

容器下部注水系（可搬型）及び復水貯蔵槽への移送設備の各系統を動作不

能とみなし，各条文のＡＯＴを開始する。 
また，動作可能な可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）が１Ｎ未満となっ

たことから，「保安規定変更に係る基本方針」のうち「２Ｎ要求以外の可搬

型重大事故等対処設備」に関するＡＯＴ及び要求される措置の考え方に従

い，可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の要求される措置を規定する。 
要求される措置の内容は，「保安規定変更に係る基本方針」に記載して

いる事項に基づき，「対応する設計基準事故対処設備」として，非常用ディ

ーゼル発電機が動作可能であることを速やかに確認し，「当該機能を補完

する代替措置」として，代替品の補充等を３日間以内に原子炉主任技術者

の確認を得て実施することでＡＯＴを１０日間まで延長できることとし，

要求される措置が完了時間内に達成できない場合には原子炉停止する。 
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（「保安規定変更に係る基本方針」4.3 ＬＣＯ・要求される措置・ＡＯＴの設定方針 添付

８[記載箇所：4.3-添付-47 頁]） 

2N要求以外の重大事故等対処設備 
Ａ：ＬＣＯ対象ＳＡ設備 
Ｂ：Ａの機能全てを満足するＳＡ設備（基準要求を維持できる場合に限る） 
Ｃ：Ａの機能全てを満足※１するＳＡ設備（基準要求を維持できない場合） 

※１：準備時間短縮等の補完措置の実施により満足する場合も含む 
Ｄ：Ａの機能に対する自主対策設備または代替措置 
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３．２ 原子炉の状態が冷温停止，燃料交換の場合 
３．１ 原子炉の状態が運転，起動，高温停止の場合同様，「保安規定変

更に係る基本方針４．３（２）」に基づき，「２Ｎ未満（１Ｎ以上）」の場合

（１／２故障）と「１Ｎ未満」（全て故障）の場合の２段階に分けてＡＯＴ

を設定する。 
 
３．２．１ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の所要数が８台未満の場合（４

台以上が動作可能）（２Ｎ未満（１Ｎ以上）） 
原子炉の状態が冷温停止，燃料交換（原子炉水位がオーバーフロー水位

付近で，かつプールゲートが開の場合又は原子炉内から全燃料が取出され，

かつプールゲートが閉の場合を除く。）において，動作可能な可搬型代替

注水ポンプ（Ａ－２級）の所要数が，８台未満４台以上である場合とは，

２Ｎ（＝８台）のうち１Ｎ（＝４台）以上は動作可能である状態であるた

め，要求される措置については，「保安規定変更に係る基本方針」に記載し

ている事項に基づき，速やかに復旧する措置を開始し，「対応する設計基

準事故対処設備」として，非常用ディーゼル発電機が動作可能であること

を速やかに確認し，「当該機能を補完する代替措置」として，代替品の補充

等を原子炉主任技術者の確認を得て速やかに実施する。 
 
３．２．２ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の所要数が４台未満の場合（１

Ｎ未満） 
原子炉の状態が冷温停止，燃料交換（原子炉水位がオーバーフロー水位

付近で，かつプールゲートが開の場合又は原子炉内から全燃料が取出され，

かつプールゲートが閉の場合を除く。）において，動作可能な可搬型代替

注水ポンプ（Ａ－２級）の所要数が４台未満の場合とは，１Ｎ（＝４台）

を下回っている状態であることから，低圧代替注水系（可搬型）（Ｎ＝４）

及び復水貯蔵槽への移送設備（Ｎ＝４）に使用する可搬型代替注水ポンプ

（Ａ－２級）が全て動作不能となった状態と考える。したがって，この場

合，速やかに可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）を使用する低圧代替注水

系（可搬型）及び復水貯蔵槽への移送設備を動作不能とみなし，各条文の

ＡＯＴを開始する。 
また，「保安規定変更に係る基本方針」に記載している事項に基づき，速

やかに復旧する措置を開始し，「対応する設計基準事故対処設備」として，

非常用ディーゼル発電機が動作可能であることを速やかに確認し，「当該

機能を補完する代替措置」として，代替品の補充等を原子炉主任技術者の

確認を得て速やかに実施する。  
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３．３ 使用済燃料プールに照射された燃料を貯蔵している期間の場合 
可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）は，燃料プール代替注水系に使用し，

必要数は２Ｎ設備であるが，措置の内容は２Ｎ未満と１Ｎ未満で同じであ

ることから，措置の条件を８台未満（２Ｎ未満）の場合に集約した。 
このため，動作可能な可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の所要数が２

Ｎ（＝８台）未満である場合，保安規定第６６条 表６６－９－１に規定

する「燃料プール代替注水系」が動作不能と考え措置を実施する。 
使用済燃料プールに照射された燃料を貯蔵している期間は，原子炉の状

態が運転，起動，高温停止，冷温停止及び燃料交換のいずれかのモードに

含まれるため，原子炉の状態が運転，起動，高温停止における条件Ａ．，

Ｂ．，Ｃ．，冷温停止及び燃料交換における条件Ａ．，Ｂ．に定める要求され

る措置と使用済燃料プールに照射された燃料を貯蔵している期間の条件

Ａ．に定める要求される措置は並行して実施する。 
 

「保安規定変更に係る基本方針」に記載している事項に基づき，速やか

に以下を実施する。 
要求される措置 実施条文 

－ 
燃料プール代替注水系が動作

不能とみなす 
表６６－９－１「燃料プール

代替注水系」（燃料プール代替

注水系のＡＯＴを実施） 

－ 当該設備を動作可能な状態に

復旧する措置を開始 

表６６－１９－１「可搬型代

替注水ポンプ（Ａ－２級）」 
対応する設計基準

事故対処設備 
【運転，起動，高温停止】 
残留熱除去系及び非常用ディ

ーゼル発電機が動作可能であ

ることを確認する。 
 
【冷温停止，燃料交換】 
非常用ディーゼル発電機が動

作可能であることを確認す

る。 

表６６－１９－１「可搬型代

替注水ポンプ（Ａ－２級）」 

運転，起動及び高温停止にお

ける条件Ａ．，Ｂ．，Ｃ．又は

冷温停止及び燃料交換におけ

る条件Ａ．，Ｂ．に定める要求

される措置を並行して実施 

代替措置 「代替品の補充等」を原子炉

主任技術者の確認を得て実施

する。 

表６６－１９－１「可搬型代

替注水ポンプ（Ａ－２級）」 

自主対策設備 使用済燃料プールの水位を維

持するための注水手段として

消火系が確保されている確認

ことを確認する。 

表６６－９－１「燃料プール

代替注水系」 
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可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の所要数が２Ｎ（８台）未満１Ｎ（４台）以上となった場合の措置 
適用される 

原子炉の状態 
要求される措置 

要求される措置を完了時

間内に達成できない場合 

運転 

起動 

高温停止 

【速やかに】 

・残留熱除去系１系列及び非常用ディーゼル発

電機１台を起動 

・残りの非常用ディーゼル発電機２台，原子炉

補機冷却水系３系列及び原子炉補機冷却海水

系３系列が至近の記録等により動作可能であ

ることを確認 

【10 日間】 

・代替品の補充等 

【30 日間】 

・動作可能な状態に復旧 

【プラント停止】 

・２４時間高温停止 

・３６時間冷温停止 

冷温停止 

燃料交換※１ 

【速やかに】 

・第６０条で要求される非常用ディーゼル発電

機１台を起動 

・原子炉補機冷却水系１系列及び原子炉補機冷

却海水系１系列が至近の記録等により動作可

能であることを確認 

【速やかに】 

・代替品の補充等 

【速やかに】 

・動作可能な状態に復旧する

措置を開始 
＿ 

使用済燃料プールに照射

された燃料を貯蔵してい

る期間 

【速やかに】※２ 

・表－１ ⑥を動作不能とみなす 

【速やかに】 

・代替品の補充等 

【速やかに】 

・動作可能な状態に復旧する

措置を開始 

＿ 

※１ 原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合又は原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合を除く。 
※２ 動作可能な可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）が２Ｎ未満の場合及び１Ｎ未満の場合ともに，燃料プール代替注水系の動作不能時の要求される措置及び完了時間

が同等なことから“速やかに”燃料プール代替注水系を動作不能とみなす。 
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可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の所要数が１Ｎ（４台）未満となった場合の動作不能とみなす他条文における要求される措置 

適用される 

原子炉の状態 
要求される措置 

要求される措置を完了時

間内に達成できない場合 

運転 

起動 

高温停止 

【速やかに】 

・表－１ ①②③④⑤を動作不能とみなす 

・非常用ディーゼル発電機１台を起動 

・残りの非常用ディーゼル発電機２台，原子炉補機

冷却水系３系列及び原子炉補機冷却海水系３系

列が至近の記録等により動作可能であることを

確認 

【3日間】 

・代替品の補充等 

【10 日間】 

・動作可能な状態に復旧 

【プラント停止】 

・２４時間高温停止 

・３６時間冷温停止 

冷温停止 

燃料交換※ 

【速やかに】 

・表－１ ①⑤を動作不能とみなす 

・第６０条で要求される非常用ディーゼル発電機

１台を起動。 

・原子炉補機冷却水系１系列及び原子炉補機冷却

海水系１系列が至近の記録等により動作可能で

あることを確認 

【速やかに】 

・代替品の補充等 

【速やかに】 

・動作可能な状態に復旧す

る措置を開始 

＿ 

使用済燃料プールに照

射された燃料を貯蔵し

ている期間 

【速やかに】 

・表－１ ⑥を動作不能とみなす 

【速やかに】 

・代替品の補充等 

【速やかに】 

・動作可能な状態に復旧す

る措置を開始 

＿ 

 
表－１ 

 
関連する 

SA 条文 
所要数 

適用される 

原子炉の 

状態 

要求される措置 

要求される措置を完

了時間内に達成でき

ない場合 

① 

66-4-2 

低圧代替注水

系（可搬型） 

4 台×2 

運転 

起動 

高温停止 

 

【速やかに】 

・低圧注水系１系列を起動 

・残りの低圧注水系２系列及び非常用デ

ィーゼル発電機３台が至近の記録等に

より動作可能であることを確認 

【3日間】 

・高圧炉心注水系が動

作可能であることを

確認 

【30 日間】 

・動作可能な状態

に復旧 

【プラント停止】 

・２４時間高温停止 

・３６時間冷温停止 

【3日間】 

・消火系による低圧注

水ができることを確

認 

【10 日間】 

・動作可能な状態

に復旧 

冷温停止 

燃料交換※ 

【速やかに】 

・第４０条で要求される非常用炉心冷却

系（自動減圧系を除く）１系列を起動 

・動作可能であることを確認する機器に

接続する非常用ディーゼル発電機及び

低圧代替注水系（常設）が至近の記録等

により動作可能であることを確認 

＿ 

【速やかに】 

・動作可能な状態

に復旧する措置

を開始 ＿ 

② 

66-5-1 

格納容器圧力

逃がし装置 

4 台 

運転 

起動 

高温停止 

【速やかに】 

・残留熱除去系２系列を起動 

・残りの残留熱除去系１系列，非常用ディ

ーゼル発電機３台，原子炉補機冷却水系

３系列及び原子炉補機冷却海水系３系

列が至近の記録等により動作可能であ

ることを確認 

【3日間】 

・代替循環冷却系及び

耐圧強化ベント系（Ｗ

／Ｗ）が動作可能であ

ることを至近の記録

等により確認 

【30 日間】 

・動作可能な状態

に復旧 

【プラント停止】 

・２４時間高温停止 

・３６時間冷温停止 

【速やかに】 

・可燃性ガス濃度制御系１系列を起動 

・残りの可燃性ガス濃度制御系１系列が

至近の記録等により動作可能であるこ

とを確認 

③ 

66-6-2 

代替格納容器

スプレイ冷却

系（可搬型） 

4 台×2 

運転 

起動 

高温停止 

【速やかに】 

・格納容器スプレイ冷却系１系列を起動 

・起動した格納容器スプレイ冷却系に接

続する非常用ディーゼル発電機が至近

の記録等により動作可能であることを

確認 

【3日間】 

・代替格納容器スプレ

イ冷却系（常設）が動

作可能であることを

確認 

【30 日間】 

・動作可能な状態

に復旧 

【プラント停止】 

・２４時間高温停止 

・３６時間冷温停止 

【3日間】 

・消火系による格納容

器スプレイができる

ことを確認 

【10 日間】 

・動作可能な状態

に復旧 

④ 

66-7-2 

格納容器下部

注水系（可搬

型） 

4 台×2 

運転 

起動 

高温停止 

【速やかに】 

・低圧注水系１系列を起動 

・残りの低圧注水系２系列及び非常用デ

ィーゼル発電機３台が至近の記録等に

より動作可能であることを確認 

【3日間】 

・格納容器下部注水系

（常設）が動作可能で

あることを管理的手

段により確認する措

置を開始 

【30 日間】 

・動作可能な状態

に復旧 

【プラント停止】 

・２４時間高温停止 

・３６時間冷温停止 

【3日間】 

・消火系による格納容

器下部注水ができる

ことを確認 

【10 日間】 

・動作可能な状態

に復旧 

⑤ 

66-11-2 

復水貯蔵槽へ

の移送設備 

4 台×2 

運転 

起動 

高温停止 

【速やかに】 

・復水貯蔵槽水位が表 66-11-1 の所要水

量以上であることを確認 

【3日間】 

・代替品の補充等 

【10 日間】 

・動作可能な状態

に復旧 

【プラント停止】 

・２４時間高温停止 

・３６時間冷温停止 

冷温停止 

燃料交換※ 

【速やかに】 

・復水貯蔵槽水位が表 66-11-1 の所要水

量以上であることを確認 

【速やかに】 

・代替品の補充等 

【速やかに】 

・動作可能な状態

に復旧する措置

を開始 

＿ 

⑥ 

66-9-1 

燃料プール代

替注水系 

4 台×2 

使用済燃料

プールに照

射された燃

料を貯蔵し

ている期間 

【速やかに】 

・使用済燃料プールの水位がオーバーフ

ロー水位付近にあること及び水温が６

５℃以下であることを確認 

【速やかに】 

・消火系による注水が

できることを確認 

【速やかに】 

・動作可能な状態

に復旧する措置

を開始 

＿ 

※原子炉水位がオーバーフロー水位付近で，かつプールゲートが開の場合又は原子炉内から全燃料が取出され，かつプールゲートが閉の場合を除く。 
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（添付） 
 
 
 
 
 
 

可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級） 

配備台数の考え方 
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可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の配備台数は，重大事故等時又は大規模損

壊発生時に，同時に実施することを想定するケースを考慮したうえで，必要な容

量を満足する台数，並びに故障時及び保守点検による待機除外時のバックアッ

プ用として必要な台数をもとに，可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）を合計９台

配備している。 
 
設置許可基準規則第３７条で想定する重大事故等時における，可搬型代替注

水ポンプ（Ａ－２級）の配備台数の考え方を表１に示す。 
有効性評価（１．重大事故等への対処に係る措置の有効性評価の基本的考え方）

にて整理している，重要事故シーケンス等と「設置許可基準規則」，「技術基準規

則」及び「技術的能力審査基準」との関連を表２に示す。表中に「設置許可基準

規則」，「技術基準規則」の各条文で使用する可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）

を加筆及び着色して示す。 
大規模損壊発生時における可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の配備台数の考

え方は，「柏崎刈羽原子力発電所発電所７号炉 大規模損壊発生時の体制の整備

について（大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムへの対応）」に示す。 
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表１ 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）の配備台数の考え方 
設備名 必要量の考え方 

容量 

（m3/h） 

吐出圧力 

（MPa） 
要求個数 淡水貯水池を水源とする場合 

防火水槽又は海を水源とす

る場合 

必要容量 

N1 

必要容量 

N2 

予備 

+α 
備考 

可搬型スプレイヘ

ッダを使用した注

水 

使用済燃料貯蔵プールへの注水に使用する場合の容量

は，使用済燃料貯蔵プールにおける燃料損傷防止対策の

有効性評価解析（原子炉設置変更許可申請書添付書類十）

の想定事故１及び想定事故２において有効性が確認され

ている使用済燃料貯蔵プールへの注水量が約 45m3/h であ

ることから，45m3/h/台以上とする。 

45  以上 0.74  以上 
2N＋α 

（N=4) 

 
 

4 台 4 台 1 台 

淡水貯水池⇒元車(2 台)⇒中継車(1 台)⇒先

車(１台） 計 4台使用 

※先車はＡ－２で成立するため，Ａ－１を使

用した場合でも数値はＡ－２と同様。 

常設スプレイヘッ

ダを使用した注水 
45  以上 0.38  以上 

2N＋α 

（N=4) 
 

4 台 4 台 1 台 

淡水貯水池⇒元車(2 台)⇒中継車(1 台)⇒先

車(１台） 計 4台使用(45m3/h，0.46MPa) 

※先車はＡ－２で成立するため，Ａ－１を使

用した場合でも数値はＡ－２と同様。 

可搬型スプレイヘ

ッダを使用したス

プレイ 

可搬型スプレイヘッダを用いた使用済燃料貯蔵プールへ

のスプレイに使用する場合の容量は，添付書類Ⅴ-1-3-4

「使用済燃料貯蔵槽の冷却能力に関する説明書」におい

て蒸散量を上回ることが確認されているスプレイ量を満

足する値として，48m3/h/台以上とする。 

48  以上 1.31  以上 
2N＋α 

（N=4) 
 

4 台 4 台 1 台 

淡水貯水池⇒元車(2 台)⇒中継車(1 台)⇒先

車(１台） 計 4台使用(46m3/h，1.26MPa) 

※先車はＡ－２で成立するため，Ａ－１を使

用した場合でも数値はＡ－２と同様。 

常設スプレイヘッ

ダを使用したスプ

レイ 

常設スプレイヘッダを用いた使用済燃料貯蔵プールへの

スプレイに使用する場合の容量は，添付書類Ⅴ-1-3-4「使

用済燃料貯蔵槽の冷却能力に関する説明書」において蒸

散量を上回ることが確認されているスプレイ量を満足す

る値として，147m3/h/台以上とする。 
147  以上 1.29  以上 

2N＋α 

（N=3) 

  

3 台 3 台 1 台 

淡水貯水池⇒元車(2 台)⇒中継車(1 台)⇒先

車(Ａ－１級１台） 計 4台使用 

常設スプレイヘッダを使用したスプレイの容

量，圧力は先車にＡ－１級を使用しないと成

立しない。ここに記載される数値は，淡水貯

水池を水源とした送水の“元車”の圧力を記

載している。1.29MPa での容量は 73.5m3/h に

なる。 

格納容器圧力逃が

し装置 

「5.重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施

するために必要な技術的能力」の追補（原子炉設置変更許

可申請書添付書類十追補 1）に示される水張りの所要時間

が 50 分であることから，保守的に下限水位から通常水位

復帰に必要な水量に対して30分以内に水張りできる容量

として，20m3/h/台以上とする。 

20  以上 1.28  以上 
N 

（N=4） 
 

4 台 - - 

淡水貯水池⇒元車(2 台)⇒中継車(1 台)⇒先

車(１台） 計 4台使用 

低圧代替注水系 

炉心損傷防止対策の有効性評価解析（原子炉設置変更許

可申請書添付書類十）のうち，「全交流動力電源喪失（外

部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗」において有効性

が確認されている原子炉圧力容器への注水流量が 84m3/h

であることから，84m3/h/台以上とする。 

84  以上 1.26  以上 
2N＋α 

（N=4) 

 

4 台 4 台 1 台 

淡水貯水池⇒元車(2 台)⇒中継車(1 台)⇒先

車(１台） 計 4台使用 

水の供給設備 

格納容器破損防止対策の有効性評価解析（原子炉設置変

更許可申請書添付書類十）のうち，「雰囲気圧力・温度に

よる静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」（代替循環冷

却系を使用しない場合）において有効性が確認されてい

る復水貯蔵槽への供給流量が 130m3/h であることから，

130m3/h/台以上とする。 

130  以上 1.04  以上 
2N＋α 

（N=4) 

 

4 台 4 台 1 台 

淡水貯水池⇒元車(2 台)⇒中継車(1 台)⇒先

車(１台） 計 4台使用 

格納容器下部注水

系 

格納容器破損防止対策の有効性評価解析（原子炉設置変

更許可申請書添付書類十）のうち，「高圧溶融物放出／格

納容器雰囲気直接加熱」において有効性が確認されてい

る格納容器下部注水系（常設）による原子炉格納容器下部

への注水流量が 90m3/h であることから，90m3/h/台以上と

する。 

90  以上 1.67  以上 
2N＋α 

（N=4) 

 

4 台 4 台 1 台 

淡水貯水池⇒元車(2 台)⇒中継車(1 台)⇒先

車(１台） 計 4台使用 

代替格納容器スプ

レイ冷却系 

炉心損傷防止対策の有効性評価解析（原子炉設置変更許

可申請書添付書類十）のうち，「全交流動力電源喪失（外

部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗」において有効性

が確認されている原子炉格納容器へのスプレイ流量が

80m3/h であることから，80m3/h/台以上とする。 

80  以上 0.71  以上 
2N＋α 

（N=4) 

 

4 台 4 台 1 台 

淡水貯水池⇒元車(2 台)⇒中継車(1 台)⇒先

車(１台） 計 4台使用 

原子炉圧力容器へ

の注水及び原子炉

格納容器へのスプ

レイを同時に実施

する場合 

炉心損傷防止対策の有効性評価解析（原子炉設置変更許

可申請書添付書類十）のうち，「全交流動力電源喪失（外

部電源喪失＋DG 喪失）＋SRV 再閉失敗」において原子炉

圧力容器への注水及び原子炉格納容器へのスプレイを同

時に行う場合，有効性が確認されている原子炉圧力容器

への注水流量が 40m3/h，原子炉格納容器へのスプレイ流

量が 80m3/h であることから，120m3/h/台以上とする。 

120 以上 1.63 以上 
2N＋α 

（N=4) 

 

4 台 4 台 1 台 

淡水貯水池⇒元車(2 台)⇒中継車(1 台)⇒先

車(１台） 計 4台使用 

・黄色塗りつぶしの３つの運転点について，１年に１回の性能確認及び３ヶ月に１回の動作確認により確認する。 
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表２ 重要事故シーケンス等と「設置許可基準規則」，「技術基準規則」及び「技術的能力審査基準」との関連表 
 

事故シーケンスグループ等 

技術的能力審査基準 １．１ １．２ １．３ １．４ １．５ １．６ １．７ １．８ １．９ １．１０ １．１１ １．１２ １．１３ １．１４ １．１５ １．１６ 

設置許可基準規則／技術基準規則 ４４条／ 
５９条 

４５条／ 
６０条 

４６条／ 
６１条 

４７条／ 
６２条 

４８条／ 
６３条 

４９条／ 
６４条 

５０条／ 
６５条 

５１条／ 
６６条 

５２条／ 
６７条 

５３条／ 
６８条 

５４条／ 
６９条 

５５条／ 
７０条 

５６条／ 
７１条 

５７条／ 
７２条 

５８条／ 
７３条 

５９条／ 
７４条 

重要事故シーケンス等 

緊
急
停
止
失
敗
時
に
発

電
用
原
子
炉
を
未
臨
界

に
す
る
た
め
の
手
順
等 

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ

ウ
ン
ダ
リ
高
圧
時
に
発

電
用
原
子
炉
を
冷
却
す

る
た
め
の
手
順
等 

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ

ウ
ン
ダ
リ
を
減
圧
す
る

た
め
の
手
順
等 

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ

ウ
ン
ダ
リ
低
圧
時
に
発

電
用
原
子
炉
を
冷
却
す

る
た
め
の
手
順
等 

最
終
ヒ
ー
ト
シ
ン
ク
へ

熱
を
輸
送
す
る
た
め
の

手
順
等 

原
子
炉
格
納
容
器
内
の

冷
却
等
の
た
め
の
手
順

等 原
子
炉
格
納
容
器
の
過

圧
破
損
を
防
止
す
る
た

め
の
手
順
等 

原
子
炉
格
納
容
器
下
部

の
溶
融
炉
心
を
冷
却
す

る
た
め
の
手
順
等 

水
素
爆
発
に
よ
る
原
子

炉
格
納
容
器
の
破
損
を

防
止
す
る
た
め
の
手
順

等 水
素
爆
発
に
よ
る
原
子

炉
建
屋
等
の
損
傷
を
防

止
す
る
た
め
の
手
順
等 

使
用
済
燃
料
貯
蔵
槽
の

冷
却
等
の
た
め
の
手
順

等 工
場
等
外
へ
の
放
射
性

物
質
の
拡
散
を
抑
制
す

る
た
め
の
手
順
等 

重
大
事
故
等
の
収
束
に

必
要
と
な
る
水
の
供
給

手
順
等 

電
源
の
確
保
に
関
す
る

手
順
等 

事
故
時
の
計
装
に
関
す

る
手
順
等 

原
子
炉
制
御
室
の
居
住

性
に
関
す
る
手
順
等 

炉
心
損
傷
防
止 

２．１ 高圧・低圧注水機能喪失 運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故(LOCA を除く)の発生後，高圧注水機能

が喪失し，原子炉減圧には成功するが，低圧注水機能が喪失する事故 
      

注水 
フィルタ装置

水張(16h 後

60min) 
スプレイ 

            

補給(12h 後

適宜) 
 

    

２．２ 高圧注水・減圧機能喪失 運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故(LOCA を除く)の発生後，高圧注水機能

が喪失し，かつ，原子炉減圧機能(自動減圧機能)が喪失する事故     
    

            
 

      

２．３ 

全交流動力電源喪失 
（外部電源喪失＋DG 喪失） 外部電源喪失発生後，非常用ディーゼル発電機の起動に失敗する事故 

  
 

  
注水 

フィルタ装置

水張(15h 後

60min) 
スプレイ 

            

補給(12h 後

適宜) 
  

  
全交流動力電源喪失 

（外部電源喪失＋DG 喪失）＋

RCIC 失敗 
全交流動力電源喪失と同時に原子炉隔離時冷却系が機能喪失する事故 

  
 

  
注水 

フィルタ装置

水張(15h 後

60min) 
スプレイ 

            

補給(12h 後

適宜) 
  

  
全交流動力電源喪失 

（外部電源喪失＋DG 喪失）＋直

流電源喪失 
全交流動力電源喪失と同時に直流電源が喪失する事故 

  
 

  
注水 フィルタ装置

水張(15h 後) スプレイ 
            

補給(12h 後

適宜) 
  

  
全交流動力電源喪失 

（外部電源喪失＋DG 喪失）＋

SRV 再閉失敗 

全交流動力電源喪失後と同時に逃がし安全弁 1 個が開状態のまま固着し，蒸気駆動

の注水系が動作できない範囲に原子炉圧力が低下することで，原子炉注水機能を喪

失する事故   
 

  

注水(4.1h 後

適宜) 

フィルタ装置

水張(17h 後

60min) 

スプレイ(9h
後 30min) 

            

注水＆スプレ

イ 
  

  

２．４ 

崩壊熱除去機能喪失 
（取水機能が喪失した場合） 

運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故(LOCA を除く)の発生後，炉心冷却には

成功するが，取水機能の喪失により崩壊熱除去機能が喪失する事故   
 

  注水  スプレイ 
            

補給(12h 後

適宜) 
  

  

崩壊熱除去機能喪失 
（残留熱除去系が故障した場合） 

運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故(LOCA を除く)の発生後，炉心冷却には

成功するが，残留熱除去系の故障により崩壊熱除去機能が喪失する事故 
  

 
  

  
フィルタ装置

水張(21h 後

60min) 
スプレイ 

            

補給(12h 後

適宜) 
 

    
２．５ 原子炉停止機能喪失 運転時の異常な過渡変化の発生後，原子炉停止機能が喪失する事故   

    
  

            
 

      

２．６ ＬＯＣＡ時注水機能喪失 原子炉の出力運転中に原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の中小破断の

発生後，高圧注水機能及び低圧注水機能が喪失する事故 
      

注水 
フィルタ装置

水張(16h 後

60min) 
スプレイ 

            

補給(12h 後

適宜) 
 

    

２．７ 格納容器バイパス 
（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 

原子炉冷却材圧力バウンダリと接続された系統で，高圧設計部分と低圧設計部分の

インターフェイスとなる配管のうち，隔離弁の隔離失敗等により低圧設計部分が過圧さ

れ破断する事故   
  

  
  

            
  

    

格
納
容
器
破
損
防
止 

３．１ 

雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）代替循

環冷却系を使用する場合 

運転中に運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失事故（LOCA）又は全交流動

力電源喪失が発生するとともに，非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失する事故で

あり，代替循環冷却系を使用する場合       

注水 
(22h10min
後 20min)   

 
注水

(22h10min
後 20min) 

注水

(22h10min
後 20min) 

 注水 
    

補給(12h 後

適宜) 
   

雰囲気圧力・温度による静的負荷 
（格納容器過温破損） 

代替循環冷却系を使用しない場合 

運転中に運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失事故（LOCA）又は全交流動

力電源喪失が発生するとともに，非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失する事故で

あり，代替循環冷却系を使用しない場合       
注水 

  
 

フィルタ装置

水張(31h 後

60min) 
注水  注水 

    

補給(12h 後

適宜) 
   

３．２ 高圧溶融物放出／ 
格納容器雰囲気直接加熱 

運転中に運転時の異常な過渡変化又は全交流動力電源喪失が発生するとともに，非

常用炉心冷却系等の安全機能が喪失する事故     
 

  
  補給(12h 後

適宜) 注水  
      

補給(12h 後

適宜) 
 

  
 

３．３ 原子炉圧力容器外の 
溶融燃料－冷却材相互作用 

運転中に運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失事故（LOCA）又は全交流動

力電源喪失が発生するとともに，非常用炉心冷却系等の安全機能が喪失する事故 ３．２ 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 同様 

３．４ 水素燃焼 
運転中に運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失事故（LOCA）又は全交流動

力電源喪失が発生するとともに，非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失する事故で

あり，代替循環冷却系を使用する場合 
３．１ 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）代替循環冷却系を使用する場合 同様 

３．５ 溶融炉心・コンクリート相互作用 運転中に運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失事故（LOCA）又は全交流動

力電源喪失が発生するとともに，非常用炉心冷却系等の安全機能が喪失する事故 ３．２ 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 同様 

使
用
済
み
燃
料

ピ
ッ
ト 

４．１ 想定事故１ 使用済燃料プールの冷却機能又は注水機能が喪失する事故 
        

 
          

注水(12h 後

適宜)   
  

    

４．２ 想定事故２ 
使用済燃料プールの冷却系の配管損傷によるサイフォン現象等により使用済燃料プ

ール内の水の小規模な漏えいが発生するとともに，使用済燃料プール注水機能が喪

失する事故         
 

          

注水(12h 後

適宜) 
  

  
    

運
転
停
止
中 

５．１ 
崩壊熱除去機能喪失 

（残留熱除去系の故障による 
停止時冷却機能喪失） 

停止中に残留熱除去系の故障により，崩壊熱除去機能が喪失する事故 
      

  
              

  
    

５．２ 全交流動力電源喪失 停止中に全交流動力電源が喪失することにより，原子炉の注水機能及び除熱機能が

喪失する事故       注水  
              

   
  

５．３ 原子炉冷却材の流出 停止中に原子炉冷却材圧力バウンダリに接続された系統から，運転員の誤操作等に

より系外への冷却材の流出が発生し，崩壊熱除去機能が喪失する事故       
  

              
  

    
５．４ 反応度の誤投入 停止中に制御棒の誤引き抜き等によって，燃料に反応度が投入される事故                                 

 

「●」 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）を有効性評価で解析上考慮しているものを示す。 
「●」 対応手段として可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級）を使用するが，有効性評価で解析上考慮していないものを示す。 
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